第５回教育委員会（定）
開会日時　　平成２４年　　３月　　８日（木）　　　午後　　２時００分
閉会日時　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後　　４時１０分
開会場所　　教育委員会室

出席者
　　委員　　別府明雄
　　委員　　今井英彦
　　委員　　谷田　泰
　　委員　　本　山　千惠子

　　委員　　北川容子
出席事務局職員

　　事務局次長　　浅島和夫　　　　庶務課長　　矢嶋吉雄
　　学務課長　　森下真博　　　　生涯学習課長　　中島　実
　　指導室長　　中川修一　　　　新しい学校づくり担当課長　　田中光輝
　　学校地域連携担当課長　　大澤宣仁　　　　中央図書館長　　近藤直樹
署名委員
　　　　　　　　　　委員長

　　　　　　　　　　委　員
午後　　２時００分　開会

委員長　　本日は５名の委員の出席を得ましたので、委員会は成立いたしました。

　ただいまから、平成２４年第５回教育委員会定例会を開催いたします。

　本日の会議に出席する職員は、浅島次長、矢嶋庶務課長、森下学務課長、中島生涯学習課長、中川指導室長、田中新しい学校づくり担当課長、大澤学校地域連携担当課長、近藤中央図書館長の、以上８名でございます。

　本日の会議録署名委員は、会議規則第２９条により谷田委員にお願いいたします。

　本日の委員会は、２名から傍聴申し出がなされており、会議規則第３０条により許可しましたので、お知らせいたします。

　それでは、議事に入ります。

○議事

日程第一　議案第４号　板橋区立教育科学館他２施設の平成２４年度事業計画承認及び管理運営業務に関する基本協定の一部変更並びに年度協定の承認について
（生涯学習課）

委員長　　日程第一　議案第４号「板橋区立教育科学館他２施設の平成２４年度事業計画承認及び管理運営業務に関する基本協定の一部変更並びに年度協定の承認について」生涯学習課長から説明願います。

生涯学習課長　　それでは、議案第４号。よろしくお願いしたいと思います。
　資料生－１をご覧になっていただきたいと思います。なお、資料が膨大で申しわけございません。
　指定管理者施設の３施設につきましては、平成２４年度にかかわる手続についてでございます。

　まず、平成２４年度の教育科学館、少年自然の家八ヶ岳荘、榛名林間学園の事業計画についてのご承認について、ご審議をお願いしたいと思います。

　概要を作成しましたので、これを中心にご説明させていただきます。

　まず、別紙１をご覧ください。「教育科学館事業計画概要」でございます。
　４ページ目に、平成２３年度との変更点が記載されております。

　まず、人事配置でございますが、館長・副館長を嘱託社員から正社員に変更し、本社の事業・経理事務支援を廃止するというものでございます。
　また、これに伴いまして、人件費を１，３７６万５，０００円増額しております。この部分は、本社経費を引いているということでございます。

　収入では、プラネタリウムの観覧料につきましては、観覧者数を増やそうということで１０万円増額することとしております。

　事業内容では、表をご覧いただくといいわけですけれども、科学教室の回数が減っておるわけでございますが、これまでは事業がやや曖昧になっていまして、夏季期間にこの事業を混ぜていたものを除いたということで、科学教室としての実際の回数の変更はございません。

　また、プラネタリウムの事業のネーミングを変更しまして、一般、幼児、小学生向けと、目的の明確化を図っております。

　さらに、産後ママ向けヒーリングコンサートにつきましては、子ども家庭部のすくすくカードの関連事業でございましたが、これは暗室になって乳児が泣いてしまうということで、あやすために立ち上がったりしなければいけないということで安全面の問題がある。また、泣いていると、親御さんは全然癒やされないということもございますので廃止するものでございます。

　プラネタリウムコンサートにつきましてはヒーリングコンサートに変更した関係で１回減らしているものでございます。

　あとは、ボランティアにつきましては、選定のプレゼンテーションの際にも新規で行いたいと表明しているものでございまして、区民との連携組織をつくりまして活動をお願いすることについて、力を入れていこうというものでございます。

　概要には書いておりませんが、本体の計画書においては、展示物の充実を図ることや科学教室や創作教室でも各種団体や企業と連携し、地域密着の教育を展開していくということを示しております。

　施設設備維持管理では、大きな変更はございません。

　５の管理運営委託料では、平成２３年度に実施しましたプラネタリウムに関する工事費等が減りましたので、その分が減額になっております。

　最後に、入館数につきましては、３月末までを予測しますと１９万人は超えると思われまして、多少増えるようでございます。

　プラネタリウムの観覧者数につきましては、移動教室とか幼児の団体等へ、コンサート等の特別公演を除く人数でこれは示しておるものでございますが、最終的には、平成２１年度ぐらいにはなるかと思ってございます。

　以上、簡単ではございますが、科学館の説明でございます。

　続きまして、別紙２をご覧ください。榛名林間学園についてご説明させていただきます。

　これも３ページの変更点をご覧いただきたいと思います。

　事業内容等に大きな変更はございません。ただ、次年度は３年目でございますので、外部評価が予定されております。施設・設備維持管理業務の部分で、建築物の定期点検業務が建築基準法で３年に１回と決まっておりまして、次年度は行いません。

　フロントの事務補助パートの雇い入れにつきましては、２ページ目の調理及び清掃パートの勤務日数増とともに、これは繁忙期の体制の充実を図ったものでございます。
　管理運営委託料についても大きな変更はございません。

　利用者数の実績につきましては、一般利用が平成２２年度より若干減りそうでございますけれども、移動教室とか青健の事業が増えまして、合計では増加することになります。

　榛名につきましては、大きな変更はございません。

　続きまして、別紙３に移らせていただきます。少年自然の家八ヶ岳荘でございます。

　こちらも大きな変更はございません。同じく３ページ目のところの、主な変更点でございます。

　移動教室とか青健事業における緊急連絡用の携帯電話機の貸し出しを行います。これは簡易無線機の運営業者の撤退に伴う対応ということで、移動教室等で必要なものということで、携帯電話を貸し出すということになります。

　次に、トイレ便器を３カ所、暖房用の洗浄便器に変更いたします。詳しくは計画書の４２ページをご覧いただきたいのですけれども、１基は和式から洋式にして洗浄便器に、２基の洋式を洗浄便器に変更するものでございます。これは、いずれも利用者の要望に対応して、冬は冷たいとか、あるいはこういう便座が必要だということに対応したものでございます。

　また、榛名と同じで、建築物の定期点検業務は行いません。

　利用実績は、最終的には多分増加するように思ってございます。こちらは、指定管理者の自主事業についても今かなり評判がよくて、特にゴルフ講習とかスキー教室、これは区役所からバスを出してそのまま行けるということで、最近ではキャンセル待ちとかリピーターもかなりついているような状況でございます。
　次に、教育科学館の指定管理運営に関する基本協定及び年度協定の締結並びに榛名林間学園、少年自然の家八ヶ岳荘の管理運営に関する基本協定を改定する協定、及び年度協定締結についてご説明させていただきます。

　まず、教育科学館につきましては、今年度、平成２４年度からの新たな５年間の指定管理者を指定していただきました。
　したがいまして、今回、教育科学館につきましては、この５年間の基本協定及び平成２４年度の年度協定締結が議案として出されております。

　あとの２施設、榛名と八ヶ岳につきましては、指定管理の期間内でございますので、平成２４年度の年度協定についてのご承認をお願いするものでございます。

　それから、３施設ともですけれども、基本協定の部分で新たに項目を入れなくてはいけない部分がございます。その部分につきましては、教育科学館については新規ということで、榛名と八ヶ岳につきましては変更にかかわる覚書ということになります。

　まず、その部分を説明させていただきます。

　別紙７をご覧ください。

　政策経営部からの通知文でございますけれども、こちらで基本協定書への記載事項ということで、新たに結ぶ場合、または今の基本協定に改定を加えてくださいという通知が今年３月１日付で来ております。今回の改定は、これに基づくものでございます。

　１枚おめくりいただきまして、別紙８をご覧いただきたいのですけれども、「東京都板橋区契約における暴力団等排除措置要綱」に基づきまして、平成２４年度から指定管理者との協定上の取り扱い上、暴力団等の排除について新たに項目として盛り込むというものでございます。
　それでは、また戻りまして、別紙４をご覧ください。教育科学館の基本協定及び平成２４年度の協定の見直しでございます。

　年度協定で新たに加えたものでございますが、これにつきましては、年度協定のところの３番、第１０条地球環境への配慮の加入でございます。

　これは、資源環境部の事業でＥＳＣＯ事業というものがございまして、これを科学館で実施するものでございます。

　内容は、変調器の変風量の制御、あるいは冷却水、冷温水ポンプの変流量の制御、照明施設の人感センサーの設置、高効率照明器具、例えばＬＳＤ照明の導入などによりまして１５％以上エネルギー率を減らしまして、ＣＯ２排出量の削減を行うというものでございます。

　ほかの項目につきましては先ほどご説明いたしましたような事業計画に基づいておりますので、重複する部分がございますので割愛させていただきました。

　続きまして、別紙５の榛名林間学園、別紙６の少年自然の家八ヶ岳荘につきましても、同様に、事業計画に基づき、年度協定、仕様書となっておりますので、こちらも先ほどの説明でかえさせていただきたいと思います。
　簡単でございますけれども、指定管理者３施設につきまして、ご説明させていただきました。どうぞよろしくご審議をお願いいたします。

委員長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

本山委員　　念願の洗浄便座が入ったということで、以前、アンケートなどでも要望が高かったですので、よかったと思います。

生涯学習課長　　洋式化は結構思ったより進んでいまして、今、洋式トイレは、榛名では１７、八ヶ岳荘は１６あります。しかし、特に八ヶ岳荘は冬も使いますので、その辺で、特に高齢の方から洗浄便座が欲しいという話がかなりあったので、今回、幾つかだけですけれども変更させていただくものでございます。

谷田委員　　今のトイレの話のように、使用された方の意見を聞いていい方に変えて行くというのは、とてもいいことだと思います。

　それから、１つ伺いたいのですけれども、教育科学館で正社員になるということですね。これは何か理由というか。
生涯学習課長　　まず、科学館は館長・副館長が嘱託員という身分で入っておりました。要は、区でいうと再雇用のような形で入っていたわけですけれども、本社から来て経理等もお任せという形ではなくて、現場に全てその責任をきちんとしてもらう、そのために給料もしっかりしたものにして、正規採用で経営してもらうという方針に基づくものでございます。

　現在、実は、副館長につきましては正規職員化されていまして、会社の持ち出しでやっているんですけれども、今回、経理担当も含めて、館長の仕事として明確化されまして、業務を行っていこうというものでございます。

教育長　　教育科学館の５ページのところで、管理運営委託料の、プラネタリウムの関係で、改定作業費が３２１万５，０００円なくなっていますよね。これは、学習投影ですけれども、その都度、プラネタリウムの投影の番組というのは変えていかないと集客はなかなか上手くいかないと思うのですけれども、それはきちんと定期的にやっているのですか。その予算は組んであるのですか。
生涯学習課長　　今年度は、この辺のプログラムをしっかり変えなければいけないという、大幅な取りかえということで対応させていただいたものでございますので、今後、こういうものは、年代ものというか、時代のニーズに合わせてプログラムをつくっていかなければいけないということについては、指定管理には話は当然しておりまして、その辺は改善を図っていくということで考えております。

教育長　　池袋のサンシャインの上にプラネタリウムがありますよね。先日、あそこに行ったのです。たまたま雨の日曜日だったということもあるのかもしれませんが、物すごい人で、かなりの時間並ばないと入れない状況で、あきらめて帰ってきたのですけれども、この違いは一体何なのかと考えてしまったのです。うちにもプラネタリウムはあるのにと思いながら。

　池袋のサンシャインというところとの違いは、もちろんあるんだと思うのですけれども、余りの違いにびっくりしているんですけれども。何ですかね、それは。

生涯学習課長　　規模も違いますし、また、あちらはデジタル化されていまして、映像技術も非常に優れたものを使っております。また、大衆向けというか、そういう部分が強いかなと思っております。

　この辺を、もし改修していくとすると何億円もお金がかかるということで、現在のところは、こちらは手を付けられないような状況かと思っております。

　指定管理にも話をしたら、そうなればいいということは非常に言っているわけですけれども、先立つものが今のところ考えられないという状況でございます。

教育長　　デジタル化した場合には、かなり番組が広範になるとか、そういうことは変わるのですか。

生涯学習課長　　そうですね。今はアナログですので、決まったものを放映していくという形になりますけれども、色んな映像が折り重なって、例えば立体的なものも構成として採用できるような話は聞いております。ただ、アナログのよさもあるということも言っています。
教育長　　それと、教育科学館は非常に頑張ってくれていまして、自主事業なども色々組み立てをしてやってくれていると思っているのですが、例えば平成２３年度から始めた実験科学塾も非常に小学生向きの面白い事業で、特に科学教育に興味のある子たちが引きつけられると思うのですけれども、もう少し上手くＰＲできたら、定員は埋まっているようですけれども。でも、もう少し宣伝をしたいという感じもありますよね。もったいないですね。

生涯学習課長　　そうですね。実験科学塾につきましては値段が高いのです。７１ページをご覧いただければと思いますけれども、入会金で８，４００円、参加費で月に５，２００円かかるものでございます。

　これは非常に本格的な実験等もやれるということで、これをやりたいお子さんや保護者の方には非常に人気で、定員を超える方が応募してまいりますので、少しその辺を加えて、午前、午後のコースに分けたりして開催しているものでございます。

　これをもう少しＰＲしたいのですけれども、若干値段が張るものですから、この辺をどうしたらいいかということはあります。科学館としては自主事業として、ＰＲしていきたいという思いは強いです。

　今のところは、区報とか科学館ニュースとかホームページ等で周知しております。
　こういう科学塾に参加するお子さんは科学好きで、非常にもっと伸びてくれるお子さんが多いかなと思いますので、科学塾の充実という部分では、ぜひＰＲしていきたいと思います。
委員長　　あとは、八ヶ岳荘はいいんですけれども、榛名は何かと日光と並んで放射能が問題になっておりますけれども、その件に関しては現地で何かやっておられるのでしょうか。

生涯学習課長　　実は、履行確認というものを年４回やることになっておりまして、２月６日、７日で、私の方も行きまして、放射能測定をしてまいりました。

　測定値でいうと、０．１０から０．１３という数値で、０．２３のレベルには全く達していないという状況が判明いたしました。これにつきましては、学務課でも秋に１回行っておりますし、今後、また第１期の履行確認、要するに、移動教室が始まる前にまた測定を開始していきたいと思っております。
　なお、高崎市につきましても、この辺の情報はホームページ等で掲載しておりまして、今のところ大きな数値は出ていない状況でございます。

　また、食材につきましては、どこから食材を取り入れたかという産地についてはちゃんと表示をして対応していくという形になっております。

　今後また、これは学務とも検討をしまして、移動教室の前に食材のサンプル調査を１回やりたいと考えております。

委員長　　あとは、ここの教育科学館をちらりと拝見させていただいて、安全管理の面で、電話不通時の行動マニュアルが図になっているのですけれども、電話不通時に何で連絡するような体制になっているのかなという。８ページですが。

生涯学習課長　　そうですね。電話不通時では連絡できないので、こちらでは。

委員長　　通常の連絡体制はこれでいいと思うのですけれども、不通時は不通なので、普通ではできないですね。
生涯学習課長　　そうですね。この辺は、もう一回整理させていただきます。ファクスで対応したいというふうな。

委員長　　でも、ファクスも電話回線ですものね。

生涯学習課長　　はい。

委員長　　これは、携帯でやるという意味かなと。

生涯学習課長　　震災時ということではなく、館内の電話が不通になった場合のマニュアルですので、震災時の際は隣に地域センターもありますので、そちらの防災無線等も使わせてもらう形になろうかと思います。
委員長　　ほかにございませんか。

教育長　　ここは、定期的な避難訓練などはやっているのですか。

生涯学習課長　　やっています。避難訓練は、利用者がいる時と、いない時も含めて開催しております。

教育長　　訓練計画の表記は７ページにありますけれども、訓練をやっているかどうかというのは書いてないのです。せっかくだから書いておいてもらった方がいいですね。
生涯学習課長　　どこかに避難訓練の何かが書いてあったような気がしたのですけれども、すみません。

教育長　　避難計画には書いているのです、７ページです。

生涯学習課長　　２月の業務完了報告書に写真入りで掲載して報告がありましたので加えさせていただきます。

委員長　　そういえば、この間の３．１１のように帰宅困難になったときは、お客さんはここに泊めるのですか。それとも、お客さんは誘導して、しかるべき避難所に連れていくということですか。

教育長　　今度、帰宅困難者の避難所は１２カ所、学校などを除いて指定されましたので、ここは入っていないですよね。

生涯学習課長　　入っていません。まずは館内の安全な場所で避難をきちんとして、状況を見て、帰宅させるべきかどうかというのは判断をするという話になります。
委員長　　ほかにございますでしょうか。

　では、お諮りいたします。日程第一　議案第４号については、原案のとおり可決することにご異議ございませんか。
（異議なし）

委員長　　では、そのように決定します。

○報告事項

１．文教児童委員会報告（平成２４年２月２１日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料）（次長）

委員長　　それでは、報告事項について聴取いたします。報告１「文教児童委員会報告」について、次長から報告願います。
次長　　それでは、はじめに、２月２１日に行われました文教児童委員会についてご報告を申し上げます。
　お手元の資料をご参照いただきたいと思いますけれども、報告事項がございまして、私どもに関連するのは、２番の教育委員会の動きということになります。
　それで、教育委員会の動きの中のご質問は、かなりの議員の方から出ましたのが武道必修化、柔道についてということで、自民党の杉田さんからは、これまでのけがだとか事故件数というお話が出ております。
　大きなけが、事故の報告は今のところないというお答えをしております。
　それから、公明党のしば議員からは、そもそも武道必修化の必要性というのは何かというお話ですとか、指導者が不足していると聞いているけれども、どうなのかというお話。それから、現在、柔道は学校においてどういうふうに行われているのか。
　これについては、既に２２校が中学校で行っている、剣道が１校というお話をさせていただいています。
　それと、マスコミに色々出ているからだと思いますけれども、保護者に柔道の学習の内容、この辺をきちんと知らせてほしい、説明してほしいというお話がございまして、年度始めに各学校で学習内容の説明を行っているというところで、その中で説明していきたいというお話をさせていただいております。
　それから、また放射能の話が出ました。民主党の田中やすのり議員。給食食材の放射線の事前検査というのを一貫しておっしゃっていますけれども、これについてもお話をされておりまして、事前検査はできないかということだったのですが、新基準案で２５ベクレル以下ということですので、なかなか難しいというお話をさせていただきました。
　そうしましたら、機器が進歩しているから、自分で探すみたいなお話だったんですが、それはこの後ご説明する総括質問で出ます。
　それから、公明党の小林公彦議員からは、小規模校、大山小学校の方針についてということで、どのように進めていくのかというお話が出ました。
　現行、保護者と意見交換を行ったり、地域と意見交換を行っている、それから協議会立ち上げに向けて動いているという答弁をしております。
　教育委員会の動きについては、あとは、ほかに細かい話が出ておりましたけれども、大きなところでは以上、４つです。
　その次に、文教児童委員会関係組織改正というのがございます。教育委員会自体は組織改正がなかったのですけれども、自民党の川口議員の方から、組織改正で学校防災課というのが新設されていないけれども、なぜつくらなかったのかというご質問がありあました。
　私どもでは、まだ議論がそこまで煮詰まっていないということで、別途、防災危機課ですとか消防署が入って、学校の防災については検討会を立ち上げていますので、そこでの議論等も見極めていきたいという答弁をしています。
　実は、総括質問で、自民党以外の議員さんからは、危機管理室に、この学校防災を含めた、統一した管理組織をつくるべきではないかというお話が出ていました。この辺は色んな考え方があるのかなと思っております。
　私どもに対する組織改正関係については、今のお話ぐらいでした。
　それから、休憩に入りまして、補正予算の分科会ということで、補正予算の審査が行われました。
　補正予算という性質上、細かなお話に終始いたしましたけれども、大きなところでいうと、１つは、最終補正の約６割が教育児童福祉予算で減額されている。かなり大きな額です。これはどういうことかというお話が民主党の田中やすのり議員からありました。
　中身を申し上げれば、学校施設改修経費ですとか、学校施設建設経費の契約差金が大きいというお話をさせていただいてございます。
　そうしましたところ、共産党の小林おとみ議員から、学校施設改修について、契約差金でやるべきである、やれないのかというお話が出ましたけれども、契約差金については、予算編成方針で他の使途に流用してはいけないということになっているというご説明と、どうしても緊急な場合には、別途、財政課と協議したいという答弁をしております。
　補正予算については、以上です。
　それから、議題に入りまして、教育委員会関係ですと、陳情第５４号「志村第六小学校あいキッズ、学童クラブの環境の向上を求める陳情」というのが出ております。
　実は、これまで出ておりました「坂下けやき台学童を存続させてください」という陳情が前回不採択になりましたので、その坂下けやき台学童をご利用なさっていた保護者の方々の中の数名の方から、けやき台学童に行かせていた方は、今度は志村六小に行かせますので、志村六小はかなりの人数がいるということから２項目。
　１つは「学童のスペースの拡充をしてください」ということと、それから「学童の帰宅時の安全確保のために、地域に協力を求めてください」という２項目が出されました。
　それに従って審議がされたのですけれども、自民党の川口議員からは、スペースを校舎内に確保することはできるのかというご質問、これは、志村六小は子供の数が毎年増えておりますので厳しいというお答えをさせていただきました。
　そうしましたところ、隣接している教育相談所の一部を利用できないかというご提案がございまして、教育委員会としても、その教育相談所の一部を活用することは可能だと考えているので、検討させていただきたいということでお答えしています。
　それから、同じく２番目の、地域の方々に学童の帰宅時の安全確保というところについてはどうなのかというのがございまして、前置きでは、そもそも保護者自身、あるいはＰＴＡも、学童を含めて子供の帰宅時の安全については努力すべきだということをお話しになっていましたけれども、その上で、どうなのかというお話がありまして、こちらとしては、地域の方々に見守り活動の協力をお願いしてまいりたいということでお話しさせていただいています。
　その後、色々なお話が出ましたけれども、結果としまして、採決をとりましたところ、共産党のお二人が採択を主張されましたが、そのほかの６名の委員の方々は全員、継続審査ということで、結果として継続審査になりました、
　以上が２月２１日の文教児童委員会のご報告でございます。

委員長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

　先ほどお話しされました学校防災課は、非常に紛らわしいというか、児童を守るための学校における学校の防災と、それから学校が避難所になったときの防災計画とは別になるので、そこが常に混同されているので、その辺は、はっきりした方がよろしいかと思います。

次　　　長　　そうですね。それによって、教育につくるべきなのか、危機管理室につくるべきなのかというところが変わってくるかと思います。
委員長　　よろしいでしょうか。

（はい）
○報告事項

２．平成２３年度予算審査特別委員会（補正予算）総括質問答弁要旨
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料）（次長）
委員長　　では、報告２「平成２３年度予算審査特別委員会（補正予算）総括質問答弁要旨」について、次長から報告願います。
次長　　それでは、答弁要旨についてご報告させていただきます。
　資料をご覧いただきたいと思いますが、はじめに自民党の元山芳行議員からご質問がございました。
　健康についてというのは、この１問だけですけれども、パワーポイントをお使いになって、発がん物質のことですとか、化学物質のことについてご説明になっていました。多分、趣旨としては、放射能ばかりが言われているけれども、それだけではないということをおっしゃっていたのだと思います。
　私どもとしても、こうした発がん物質、あるいは化学物質等の食品リスク等々について、きちんと管理していくとともに、子供たち、生徒自ら食品を選択できるような指導に努めます。保護者等にも周知していきたいという答弁をしています。
　それから、防災対策で色々聞かれておりましたけれども、裏面の（４）のところです。高島第一小学校の取り組みを板橋区のモデルにすべきというお話がありました。
　高島一小の取り組みについては教育委員の皆さんはご存じのとおりですけれども、現在、防災危機課、消防署、それから学校関係者等で防災教育検討会議を設置しているということで、高島一小の取り組みをモデルに、今後の防災教育のあり方について指針を作成しているところだということをお答えさせていただいております。
　それから、５番目に不就学学齢児童・生徒についてというのがございまして、実は、これは決算の総括でも確かやられたと思うのですけれども、総務課で支出しております外国人学校在校生保護者助成経費、これが問題ではないかということでご質問になっていると思われます。
　私どもに対しては、そもそも就学義務とはどのようなものかというご質問とかをされておりまして、答弁としては、原則をお答えしています。
　我が国では年齢主義を取っていることですとか、それから就学主義ですので、その学齢にある子供については、いわゆる一条校、ここに就学をさせる義務を保護者が負っているということと、重国籍の場合には、将来、日本国籍離脱の可能性があるので、申請すれば免除される可能性が強いことになっているということをお答えさせていただいて、これまで就学義務違反について摘発した事例はあるかということ、これについてはない。
　それから、特にこの質問のところにありますけれども、朝鮮第三初級学校に通う児童の国籍について把握しているかということで、私どもとしては、区立学校以外の児童・生徒についての国籍などの状況は把握していないというお答えをさせていただいております。
　その後は、総務課の質問に移っておりまして、そういう実態も把握していないような状況の中で、こういう助成経費を出すことについて、いかがなものかというご質問をされておりました。
　これまでは、学校長が代理受領していたようですけれども、その中の答弁では、今後は保護者の口座に直接振り込むという答弁がされておりました。これは総務課の話になります。
　それから、次の佐藤康夫議員、公明党です。
　まず、財政課題についてということで、私どものところに来る前に、今の財政状況の厳しさ、財源を確保するためにどんな手段があるのかとか、そういうやりとりがされました後に、私どもでは、学校改築事業計画、これは実は平成９年に作成していまして、昭和３０年代に建築された３１校について、同じ年代に建築していますので改築時期が同時にきてしまう、それでは将来財政的に立ち行かなくなってくる、それを少しでも平準化しようということで、年度ごとに改築していこうという計画でございましたけれども、これができてすぐに財政事情が厳しくなりまして、当初から計画どおりに進んでいなかったという現実があります。
　この計画は改築で全てやるという計画でしたので、その後については、改築と合わせて大規模改修という手法も織りまぜながら整備を行っていくというところがあります。
　それで、予定どおり進めていけるのかということに対しては、今の財政見込等々を考えると、改築のみを基本としたこの計画を、計画どおり進めるのは困難であると考えているという答弁をさせていただきました。
　そうしましたら、それが困難なら、今後どうするのかというご質問がありました。実は、平成２７年度までは実施計画、あるいは学び支援プランで、大規模改修の手法も含めた形での計画というのは計画されていますけれども、それ以降については、平成２４年度、２５年度で学校整備計画というのをまとめまして、その中で、きちんと計画を立てたいという答弁をさせていただいています。
　それから、この質問の中で、年代は３０年代ではないけれども、天津わかしお学校も相当古いのではないかということと、それから津波等々の危険もあるのではないのかというので、それについて存続はどう考えているのかというご説明がありました。
　ここに出ているとおり、津波等については、鴨川市の津波一時避難場所にも指定されていることから、一定の安全性は確保されているだろうという判断と、それから偏食ですとか肥満、病弱、そういう児童のために必要な施設として、引き続き運営していきたいと今のところ考えているという答弁をさせていただいています。
　それから、次の代替え教諭の採用と不登校児への対応というのは、これは個別の案件なので、プライバシーの問題とかで大変答弁しにくいご質問だったのですが、議員にも概要を説明しておりましたけれども、実は、ある小学校で教員が育児休業を取りました。結果として長い育児休業になったのですけれども、その関係で、いわゆる代替教員、臨時的任用と言っていますが、産休代替の教員を１年の学級担任に据えました。
　大方の保護者、あるいは子供たちから信頼されていたので、学校としては、そのまま２年の担任に上げましたけれども、５月になりまして、その教員が体調を崩しまして別の育児休業の代替教員に交代いたしました。
　ところが、その変わった代替教員が、家庭の都合ということで８月に辞めてしまいました。１年間のうち、結局３回も担任が変わったということで、これについて反省すべきということだったので、色んな要素はありましたけれども、結果として３回も変わったことについては申しわけないという答弁をさせていただきました。
　議員がそういうことをご説明なさったのですけれども、ただ、私の方でつけ加えさせていただいたのは、２年に上がって、次の教員が入って、その方が辞めて、つまり、３回目の担任を決めるときには、学校が臨時の保護者会を開きましてご説明をさせていただいて、大方の保護者から信望のあった、以前の教員を採用したものだという説明をさせていただきました。
　そんな中で、これは１年生の半ばぐらいからとおっしゃっていましたけれども、発達障がいの疑いのある１名の児童の保護者の方から、その担任を変えてほしい、あるいは子供と合わないということで、２年に上がるときに担任を変えるか、あるいはクラス替えをするか、介添員をつけてほしいという要望がございました。
　これは、いずれも学校として対応できませんでしたので、学校としては、学習指導講師をつけたり、校長や副校長がその学級へ可能な限り入る等々対応を行ってきたようですけれども、結果的にこの子が不登校になってしまいました。そのことについて、どうなのかというやりとりが何遍かされました。
　先ほども申し上げましたように、頻繁に担任が変わりましたので、学校としては、担任をまた変えるというのは好ましくないだろうということと、１年生のときに大方の保護者から信頼されていた教員を担任として据えることは適当であろうという判断がなされて、２年生のときに同じ教員に持たせた。
　それから、１年から２年でクラス替えというのは、せっかく１年生でできた人間関係等々を考えると、なかなか難しかったのだろうと思います。
　それから、最後の介添員については、通常学級ですので、通常学級の介添員については、身体障害の場合という原則ですので、なかなかできなかったということがございました。
　ただ、その後、学校でも養護教諭、校長、副校長等々でチームを組んで、この保護者のケアと、この子供のケアを行いまして、そのときには保健室登校がなされるようになったということで、一日も早くクラスに戻れるように努力したいということでお答えさせていただいております。
　以上が概要で、そのほかの細かい話はここに出ているとおりでございます。
　それから、５ページ目、共産党の荒川なお議員からは、学校の施設改善ということで、実は、共産党の議員さんが手分けして各学校を回って聞き取り調査を行った結果で質問されているということでございました。
　個別に、プール改修ですとかスプリンクラーですとか雨漏りとかが出ていますけれども、ご覧いただくように、ほとんどがこちらでも把握していて、対応する、あるいはしている、あるいはこれからするというものが多いです。
　一部、学校からこちらに言ってきていない部分もございまして、それについては、すぐに状況を確認した上で、必要があれば対応するというお答えをしています。
　次ページに移りまして、６ページです。
　学校のトイレということで聞かれています。これも、学校を回っての上だと思うのですが、いわゆる老朽化ですとか改築、大規模改修をやった学校との格差がトイレについて激しいということで、要は、計画的にトイレについて改修を行ってほしいということです。トイレの改修の必要性というのは我々も認識しているところですけれども、計画化については検討したいというお話をさせていただいています。
　それから、７ページの民主党の田中やすのり議員です。
　先ほどの文教児童委員会の中でも出ていましたが、学校給食の事前放射能測定ということで、実際に、田中やすのり議員が見つけてきた機械がございまして、それがカタログ値によりますと検出限界３０ベクレルを１０分で測定できるということだったので、これだったら、つまり、我々は朝８時までに何とか完了すれば理論的には可能ですというお話をしていましたので、７時から７時半の間に納品されるわけですので、可能ですというお話をさせていただいたところ、この機器なら可能であろうというお話だったのですが、実はこの機器を江東区が既に購入してやっておりまして、３０分では無理でして、検査だけで４０分ぐらいかかっている。事前の準備ですとか、事後のこと等がございますので、これはなかなか難しいというお話をさせていただきましたが、二、三のやりとりがございました。
　ただ、今回、ご質問がその機械の話になってしまったので、それで理論的にできるかできないかだけの議論となってしまいましたけれども、私どもとしては、給食食材に対する基本的な考え方を出させていただいて、その中で、給食食材については基本的に安全である、国が検査をすべきだし、されているということから、基本的には安全だという認識を持っているわけです。
　ただ、保護者の間に不安があるということなので、合理的な範囲で検査、色んなことを行って不安の払拭に努めたいという基本的な考えを持っておりますので、経費、かける労力、こういうものについて今回は一切関係のない議論になってしまいました。

　また、予算審査分科会が明日ございますので、その中でまた議論ということですので、そのときにはそういうも話もさせていただくようになるのかなと思っております。
　それから、７番目が五十嵐やす子議員ですが、最後のページです。生活者ネットです。
　日光、榛名移動教室についてということで、ご質問が本当はたくさんあったんですけれども、６分しか持ち時間がございませんでしたので、この２点だけになってしまいました。
　日光、榛名について、移動教室に行く前に放射線量の測定をやってほしいということ、それをきちんと公開してほしいというご質問でした。
　これも、既に行っておりますし、きちんと公開したいということです。
　これについても再三、我々の基本的な考え方としては、色んな意見等々、あるいは不安が保護者等々にあるのは承知していますけれども、この問題については、
　きちんと事実を把握して、その上で判断するべきと思っていますので、今後も実際に行って計測した上で、そういう数字という絶対的な事実をもとに判断していきたい、そしてまた、ご安心いただくために、そういうものをきちんと公開していきたいと思っているところです。
　以上が、補正予算総括質問の報告でございます。
委員長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。
本山委員　　先ほどの、育休ですか、産休ではなくて。
次長　　産休から育休に入りました。

本山委員　　産休、育休の先生ですけれども、産休、育休ですと、予測できたわけですね。

　そもそも１年生の担任に充てたところですけれども、よその学校でも、産休、育休の先生が１年生の担任になるということは行われているんでしょうか。
指導室長　　ケース・バイ・ケースですけれども、産休代替の教員が１年の担任を持つこともあります。
本山委員　　ありますか。
次長　　答弁の中でも言わせてもらっていますが、実はこの産休代替教員については、区内のほかの学校で４年間の実績がありまして、非常に評判がよかった。その当該校の校長の評価も高かったという状況もあったようです。
教育長　　制度として育休を取ることが分かっていても、産休に入ったときは、ここに書いてあるように代替をつけざるを得ないんです。正規で変わるということは、制度として、東京都の人事制度の中にはないので。ですので、ここに書いてあるような、登載名簿の中から学校で選ぶという形にならざるを得ないんです。
　これに関しては、色んなところで問題が起こっていまして、直接会ってもいないですし、それから４月ならまだいいのですけれども、時間が経った後からというのは、評判のいい先生は、みんな色んなところに取られてしまって、物すごく苦労して学校としては選んでいるんです。
　それはおかしいのではないかということで、教育長会の中でも、かなり東京都との話し合いの中で出ていまして、今回、名簿をデジタル化すると東京都が変更してきたのと、あと、要望として出しているのは、少なくとも１年の短期の期限付教員になると、正規ではないですけれども１年というところできちんと入れられますので、そういう人を入れられないかということを検討してくれという話は、教育長会の中でも出ています。あちこちで多分、問題が生じているところかと思っています。
谷田委員　　関連しますけれども、確かに生徒・児童に対する影響力はあると思うのですけれども、先生にとっても、なるべくそういうことで休みやすい環境というか、そういうことをつくっておくのも大事なことだと思います、こういう時代で。

　なかなか区として対応できにくい部分かもしれないですけれども、何か、上手く都に考えてもらうようにするとか、それはすごく大事だと思います。
教育長　　本当に強く、ほかの学校でも、正規の職員が１４人しかいない小さなところで、今回、産休・育休が４人重なってしまったというところで、学校機能を維持していくのに本当に苦労している学校が出てきているんです。

　今、若い先生が入ってきていますので、当然、産休、育休を取る人が増えてくるというのは分かっていることなので、東京都にも強く要望していきたいと思っています。

今井委員　　５ページの荒川議員。ご指摘、ご質問いただいているポイントが全部水周りですが。
次長　　たまたま、学校に行ったらこういう話が出たのではないかと思うのですが。

今井委員　　何かそういうのを修めた方かなと思って。

委員長　　学校整備計画を平成２４、２５年で考えたいということは、平成９年の学校改築事業計画はなくなったということですか。

教育長　　と思っています。赤二中、中台中、板一小の改修計画をつくるときに、学校の基本的な改築のあり方を検討しましたよね。あの前ではありますけれども、少なくともあの時点で平成９年の改築は一切できていないわけなので、正式に表明していないところで、佐藤議員がそのときの委員をしていた関係もあってずっとこだわっているのですが、教育委員会としては、きちんと「あれは失敗しました」ということで言わなければいけないと思っています。
次長　　佐藤議員も指摘していましたけれども、５年ごとに見直しをするはずだったのではないかという、おっしゃるとおりですが、なされていなかった。
教育長　　根本から。
次長　　スタートからできていませんでしたので。
今井委員　　「学校改善事業計画」の後に、耐震の考え方とか色々変わっていて、学び支援プランの前に。
教育長　　そういうのが入っていて。財政的な事情が非常に悪くなったので、改築ではなくて、できるところについてはスーパーリフォーム、内部改修をやろうという考え方が強くなってきたのと、その後、耐震をまずやろうということになりました。
委員長　　あとは、わかしお学校は千葉県の避難所にもなっているということで、３階建てで本当に大丈夫かというのが。
今井委員　　まず、崖が。
委員長　　海面からはもっと高いですか。
教育長　　高台ですよね。
今井委員　　後ろに行くと、さらに山が。
教育長　　あの辺は余り高い建物がなくて、それで、あそこが指定になっているんだろうと思うのです。
　向こうの鴨川の方に言わせると「あの海岸は安全だった」という言い方をしていますけれども、今度の地震でも、あの地域は非常に岩盤がしっかりしていて何もなかったということですし、津波に関しても「大丈夫だ」と言っています。
委員長　　この間の、ＮＨＫのあれを見ていても、同じ千葉の沿岸でも、地域によって津波の高いところと低いところがあるというのを言っておりましたので、そういう経験則から「大丈夫だろう」と言っているのかもしれないし、あそこは、例えば、避難所としての備蓄は鴨川で持っているのでしょうか。
学務課長　　私が防災課のときに、若干の食料は持っていったことがあるのですが。
委員長　　あそこは寄宿しているじゃないですか、だから、その生徒のための分も必要であろうし。
学務課長　　そうです。生徒のための分という意味で、若干の資機材は防災課が持っていっているはずです。
　ただ、わかしお学校自体の避難計画でも、先ほどのように、一たん、一次としては、高台なので、住民の方も含めて３階の部分等に集まっていただいくことができます。

　その後、二次として、さらにもう１つ後ろの大きなホテルか何かを二次避難所にするということですので、本格的になれば、あそこから二次避難所に行ってもらう計画になっているはずです。
今井委員　　左手の、山の上の方の。

学務課長　　そうです。次の段階では、民間のホテルを二次避難所に避難するという計画ができていますので。ほんの一次的には若干の資機材を持っていたと記憶しています。
委員長　　ただ、鴨川市の人の避難所になるためには、鴨川市で。

学務課長　　あくまで、一時であるので。
委員長　　要らないという解釈ですか。

学務課長　　そうです。多分、一時そこで集まって安否確認したら、本格的にはその後ろへということだと思うのですが。その辺も確認しておきます。
委員長　　学校のトイレ関係は、予算委員会でしっかりと写真がたくさん出てきまして。

　我々も、整備週間で見ているところもあるので、それほど驚かないと言ったらおかしいのですけれども、これは悪いところばかりの写真を集めているので、みんなひどいですけれども。区内全体から見れば、決して悪いところばかりではないので。ただ、悪いところは本当に早く直してあげたいというのはあります。
教育長　　トイレに関しては、保護者からも強い要望をずっと継続して受けていますし、確かに基本的な生活の肝心なところですから、きれいなところで生活させたいという気持ちが非常にあるのですけれども、なかなか経費がかかるので後回しにされていました。今回、避難所機能ということも含めて少し検討する必要があるかと思っています。

　本当に一生懸命掃除してくれているので、古いのですけれども非常にきれいはきれいです。
○報告事項

３．平成２３年度教育懇談会実施報告について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料庶－１）（庶務課）
委員長　　それでは、報告３に移ります。「平成２３年度教育懇談会実施報告について」、庶務課長より報告願います。
庶務課長　　平成２３年度教育懇談会の報告書をまとめましたので、報告させていただきます。

　２月２５日の当日は、皆さん、ご出席いただきましてありがとうございました。
　表紙のページに書いてありますけれども、保護者６４名を含む７９名の人が参加して行われました。

　懇談会は二部構成になっておりまして、一部で、講演として高島第一小学校校長の矢崎先生から「学校の危機管理と防災教育の充実」というテーマでご講演いただきました。その後、グループに分かれて討議したという内容です。
　次のページをめくってください。
　まず、矢崎先生の講演ですけれども、地震発生のメカニズムですとか、今回の震災、先生が現地を訪れて調査してきた内容の報告ですとか、それから高島第一小学校での取り組みなどの紹介を、分かりやすくされていたと思っています。来ていた皆さんも大変興味深く聞いていたという感じを受けました。
　それから３ページ目。グループ討議ですけれども、「震災時における、中学生の保護者としての親の役割について」ということで、特に自分の命を守る自助という観点と、それから身近な人を助ける共助という２つのキーワードで話し合いをしていただきました。
　最初の自助というところについては、幾つかメモがありますけれども、自分の身を守る術を身につける方法を家族で話し合ったとか、伝言ダイヤルのかけ方を家族で互習した。それから、家族で避難する場所を決めておく。家に入れないときは何々中学校の避難所で待つことなどを決めたということで、多くの意見が出されました。
　それから、次のページ。共助の部分ですけれども、中学生である子供がボランティア活動をすることについてというところについては、人の役に立ってほしいけれども、管理された中で活動させたいですとか、手伝うことがあれば積極的にやらせたいという意見も出されていました。
　それから、避難訓練に対する意見ということですが、きっかけが大切で、親としては、無理にでも訓練に子供を参加させれば、子供が体験することによって意識は変わってくるとか、地域の防災の担当の人は高齢者が多い。昼間に災害が起きたときには、若者がいない地域では中学生が力になれるのではないか。
　それから、地域の人たちとの連携が必要ということで、突然誰かを助けたりというのもなかなかできないと思うので、学校でも日頃からボランティア活動について話をしてほしい、家庭でも話題にしていきたい。
　それから高島一小の避難訓練と同じような対応を望むといったような意見が出されておりました。
　それと、大地震発生時の児童・生徒の引き取りについてということで、四角で囲ってありますけれども、小学校においては、学校の登校時間中に震度５弱以上の地震が発生した場合は、児童の下校はすべて保護者の引き取りにしていますけれども、中学校では、学校長の判断によりますけれども、事前の保護者の確認の上で、保護者の引き取りとする場合と、保護者と連絡がとれたときや、登下校の安全確認の上で下校させる場合があるということで、規定していませんでしたけれども、今後は小学校と同じように、引き取りを原則にするという方向性で検討していますということでお話をしている中で、学校で預かってほしい、学校にいれば友達もいるので親も安心というところで、中学生は自分で行動できるので帰宅させてもよいといったような、双方の意見も出されていたところです。
　積極的に、書記記録をとったわけではなくて、書いていただいたホワイトボードと、メモを取っていただいたものから拾ってありますので、グループ討議も、実際の場の中では、さらに深いご意見が出されたものと思っております。
　最後のページは参考で、ＮＴＴの伝言ダイヤルの資料をつけておりますけれども、こういった形で大変有意義に行うことができたという報告をさせていただきます。
　以上でございます。
委員長　　質疑、意見等がありましたら、ご発言ください。

　中学校ＰＴＡの前に、小学校ＰＴＡとの懇談会があって、その後、中学校のＰＴＡになりましたけれども、今回は、矢崎先生のお話があったので実際のＰＴＡとの懇談時間が短かったので、そういう意味では残念だったかという気もいたします。
　その席で言うのを忘れたことが１つあったんですけれども、「中学生がボランティアで参加した方がいいのではないか」というお話があったんですけれども、そのためには、まず保護者の方が学校防災連絡員になっていただくのが一番早いかなと。そうすると、お子さんもそこで手伝うような形になるので、一番参加しやすくなるかなというお話をすればよかったと思っております。

教育長　　これに出た後、考えてしまったんですけれども、幾つかの学校で、中学生が要援護者の救助者として訓練をするということを視点におきながら防災訓練が始まっているんです。

　子供たちにとっては、自分たちもこんなことができるんだということを勉強できてすごくいいのですけれども、ただ、そういう訓練をやっているときと、実際に３．１１みたいなことが起きたときというのは、地域の状況などが全然違うので、余り中学生を現場へ出すということは大変で、本当に緊急に行動しなければいけないことなので、きちんと組織化されて、大人がついて助けに行くというところに中学生が手を貸すならいいのですけれども、初めから中学生だけに行けということは、とてもできないと思いました。
　まず、中学生は自分の命を守るということが第一で、その次に、大人と一緒にどう活動するかというところだろうから、その辺をもっときちんと訓練の中で取り入れてもらった方がいいかなというのを考えてしまいました。
今井委員　　私が参加したテーブルは３校の保護者の方で、３校ともそういう訓練をやっている中学校だったんですが、すごくいいことだという保護者の見方とともに、当日、地域の人が「中学生もっと動いて」とか結構言われている。
　そういうのを見ると、いざ災害のときに本当に役に立つのかみたいなことも確かに出ていて、そのときは発言する機会がなかったので、終わった後のごあいさつで、次に起こる震災とか、そういうときのための訓練ではなくて、成長して、将来、地域の人になっていくプロセスでそういう体験は非常に重要だし、あるいは、その地域にこれだけ高齢の方がいるのかとか、そういうことを知りながら暮らしていくということが重要だみたいな意味合いを込めてあいさつで話させていただいたのですけれども。
　教育長がおっしゃったように、学校の先生方はそういうつもりでやられていると思うのですけれども、「さあ、出動だ」みたいなところがもし出てきてしまうと、かなり怖いですよね。
本山委員　　前回、今井委員がおっしゃったように、余震もありますから、中学生だけでというのは難しいですね。ただ、地域にいる大人の体を持った人たちということでは、十分活躍する場はあると思うのです。それを日頃から地域と連携しながら訓練していくことはすごく大事ではないかと思います。
　もう１つ、確かに時間は短かったんですけれども、矢崎先生のお話を聞いて、皆さん、地震に対して、何かという気構えが統一してできていたせいか、お話はとてもスムーズに進んだと思います。短い時間でしたけれども、とても充実した話し合いができました。

委員長　　ということで、また機会がありましたら、よろしくお願いいたします。
○報告事項

４．榛名林間学園の平成２３年度指定管理業務の追加に伴う年度協定の一部変更

　　について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料生－２）（生涯学習課）

委員長　　では、報告４「榛名林間学園の年度協定一部変更について」、生涯学習課長から説明願います。

生涯学習課長　　それでは、生－２をご覧ください。

　今回、今年度協定に係る仕様書に定めのない業務を追加する必要が生じました。そこで、指定管理者と協議いたしまして一部変更させていただきましたので、ご報告するものでございます。

　追加の業務は、榛名林間学園高圧交流負荷開閉器取替業務でございます。

　続きまして、変更理由でございますが、今回、この機器が故障しまして、施設に電気が供給されなくなったことで管理運営業務に多大な支障が発生することから、機器の取りかえによる早急な原状復旧が必要となりました。

　現地の指定管理者と相談しまして、機器の取りかえが復旧の最短手段ということで、追加委託することを判断させていただいたものでございます。

　変更は、平成２４年２月２５日でございます。

　また、今回、業務に係る追加委託料は６２万５，０００円でございます。

　なお、追加委託料の支払は３月分の指定管理委託料に合わせて支払うことにいたします。次ページに、これに関する仕様書をつけております。

　今回の故障でございますが、施設内での高圧の漏電等のトラブルが起きた場合に、外部への影響を阻止するということを目的に、高圧交流負荷開閉器、通称キュービクルというものがあるんですけれども、これの設置が義務づけられまして、平成１８年度に区が設置したものでございます。故障の原因でございますが、機器に小さなひびが入っておりまして、そこから水が染み込んで内部に影響を及ぼしたものと推測されるわけです。
　年次の法定点検につきましては毎年１回実施しておりまして、その際は異常が認められず、また各月の点検をやっておりますが、その際は地上からの目視確認を行っております。
　このキュービクルについては電柱の上の方についているものでございまして、目視確認で行っておりまして、数値も含め、異常というものが認められていなかったものでございます。
　１００万円以下の修繕工事につきましては指定管理者が行う取り決めがございまして、特に、今回のような早急な復旧が求められる場合は、指定管理者が対応することが最善と判断をさせていただきました。
　今後の対応でございますが、指定管理者の仕様書にこの部分も追加で盛り込んでもらうことで対応させていただきます。
　修繕工事につきましては緊急事態に対応するため、指定管理者が２月２６日に行いまして、既に完了しております。通常業務には支障がなかったものでございます。
　なお、これをもし放っておくとどうなるかということでございますが、学園施設への電気が不通になりますので、電気、水道が停止して業務が困難になるということと、また、寒冷地でございますので、水道管の凍結防止電熱ヒーターが停止することによって凍結し、水道管が破裂するということも予想される。
　また、夜間機械警備が不作動になるということもありまして、当日、宿泊者もいなかったという部分も含めまして、緊急に工事をやらせていただきました。
　ご報告は以上でございます。
委員長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。
谷田委員　　特に、緊急に対応してよかったと思うのですけれども、我々の持っている仕組みで、こういうのは迅速に対応できるようになっていると思ってもいいのですか。今みたいな話で、そういうことができてしまうということは。
生涯学習課長　　今回、２月２５日の１１時に突然停電になったのです。どうすればいいかということで、東京電力が早速、再送電して復旧をしたんですけれども、また停電になった。これはおかしいということで、結局、３回停電になったのです。それで、どこが悪いかということをずっと追求していくと、これはどう考えても榛名が原因ではないかという話になりました。
　それで、榛名以外は復旧しているのに、ここだけは復旧していないのはおかしいということで、キュービクル等も見たら、ここに水が入っていて、もう錆びついているという状況が判明したということで。急遽、現地からこちらの生涯学習課の担当係員の自宅に電話がありまして、早急に対応させていただいた。
　こういう事故があった場合、そういう早急な連絡体制をとって、係員から私に連絡があって指示したものでございます。

委員長　　指定管理者制度自体を、実はよく分かっていないのですけれども、今回、修理費６２万５，０００円を渡すじゃないですか。直ったキュービクルの所有者は誰ですか。
生涯学習課長　　キュービクルは、直接は区が設置していますので、区のものです。
委員長　　指定管理者ではなくて。
生涯学習課長　　はい。
委員長　　業務委託だと、委託会社になってしまう。
生涯学習課長　　業務委託でも、その業務を委託されているわけですから、区の財産だと判断しています。
委員長　　私の元いた会社では、例えば業務委託で金額をもらって、それでつくったものはそこの会社のものという、一応、税務署の判断でした。
生涯学習課長　　そうですか。
委員長　　指定管理者制度とは違うので。
生涯学習課長　　今回、こちらの榛名では、毎年度、修繕工事費として２００万円をお渡ししていまして、その中からやってくれという話になっているのですけれども、なにせ年度末で、もうお金が残っていないという部分がありましたので。ただ、これは復旧させないとどうしようもないものですから、急遽お金をかき集めてという形になったものでございます。
委員長　　はい、分かりました。

○報告事項

５．人事情報（２４年２月）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料指－１）（指導室）
委員長　　それでは、報告５「人事情報」について、指導室長から報告してください。
指導室長　　２月末の教職員数は、括弧の休職者なども含めまして総勢１，８７５人です。

　１月末からの変化はございません。増減の動きもございません。
　休職者等は全体として１０２名で、１名増えていますけれども、内訳としましては、病気休職に入った者が２名、育児休業から産休になった者が１名ということで、都合１名増ということでございます。
　裏面の非常勤教員につきましては、学習指導講師は１月末時点からの変化はありません。１名欠となっておりますが、もうこの時期ということで、１名欠けている学校においては今のままの状態で構わないということで進めているところでございます。
　以上です。

委員長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

　特に、先月と変わったことがないということで、よろしいかと思います。
○報告事項

６．区立学校適正規模及び適正配置審議会答申の報告
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新しい学校づくり担当課）

委員長　　では、報告６「区立学校適正規模及び適正配置審議会答申」について、新しい学校づくり担当課長から説明願います。
新しい学校づくり担当課長　　それでは、学校適正規模及び適正配置審議会答申及び答申中間のまとめに対するパブリックコメントにつきまして、ご説明させていただきます。

　３月２日に学校適正規模及び適正配置審議会から、学校適正規模及び適正配置審議会の答申を受けました。審議会の会長、副会長にお越しいただき、教育委員長にお受け取りいただいたところでございます。
　答申書につきましては、製本されたものは今月下旬にはでき上がりますので、本日はプリントアウトしたものを資料として添付させていただいております。

　資料新－１の概要につきましては、特に大きな変更はありませんので省略させていただきまして、答申書に基づきましてご説明させていただきます。

　答申書の本文以降に資料というものを添付しております。これは中間のまとめにはなかった部分でございますけれども、審議会では膨大な資料を用いまして審議を重ねてきたところですけれども、一見して分かる基礎的な資料を選定して、こちらに載せております。資料等も確認いただければと思います。

　この資料の１４ページ以降が、中間のまとめパブリックコメントに対してのものでございます。この中間のまとめに対します意見募集につきましては、１月１４日から１月３０日まで実施いたしまして、４名の方から意見の提出がございました。その提出いただいた意見を要約抽出いたしまして、その意見に対する審議会の考え方をこの資料のとおりにまとめました。

　個々の考え方の説明については省略させていただきますが、意見の主な内容、方向といたしましては、基本的な表現に関することであったり、教育委員会の具体的な動きに関すること、または中間のまとめによってどのように進んでいくか明確でない、あるいは不安があるということ、さらには学校選択制に関すること、中には過小な規模の学校は早く統合を進めた方がよいのではないかという意見もございました。

　このパブリックコメントの実施結果につきましては、ホームページ、あるいは広報いたばしにて公表する予定でおります。

　このパブリックコメントを受けまして、中間のまとめから一部表記、あるいは記載の位置の移動を行っております。
　少し前の本文に戻っていただきまして、１０ページ、１１ページをお開きいただければと思います。

　１０ページですけれども、上から３行目から６行目の部分ですけれども、これは、中間のまとめのでは、②望ましい規模を下回り早急な対応を要する学校の中に記してございました。

　この移動した４行につきましては、②の固有の問題というよりは、規模を下回る場合、全般に通じることであるという判断から、この総論の部分に抜き出し、移動したものでございます。

　それから、１０ページの最後の３行につきましては、新たな記述でございます。現実に複式学級となった場合に、教育委員会は教育環境の維持に最大限努めること、また、複式学級の早急な解消に向けて適切に対応する必要があること、という記述でございます。

　それから、１１ページでございますけれども、小規模校に対する進め方（例）ということで、これは審議会で考えているイメージを記したものです。ここの２番の良好な教育環境のための計画策定、こちらに（４）というのを新しく追加しております。
　審議会の審議の中でも、あるいはパブリックコメントにおきましても、教育委員会の主体的な役割の明確化につきましての意見があったということで、この部分を加えさせていただいております。

　中間のまとめから本文の中での変更箇所につきましては、以上でございます。

　答申を受けての今後の動きということで、あわせて触れさせていただきたいのですけれども、答申にもありますとおり、今後、教育委員会として具体的に検討する学校、あるいは地域を公表いたします。それぞれ、学校、地域によって異なった状況にあろうかと思いますので、一定の進め方とか、そういったものも示せればと考えております。具体的には、できますれば、次回にお諮りできればという形で準備を進めております。

　それから、具体的な状況等につきましても少し触れさせていただければと思うのですけれども、まず、新入学予定者が１名という状況になっている大山小学校についてでございます。

　保護者との意見交換会を実施していたということは既にお伝えしたところですけれども、３月１日夜間に、通学区域内の２つの町会との意見交換会を実施いたしました。

　３０名ほどの参加者がいらしてくれたのですけれども、まず、こちらから大山小学校の現状であったり答申の方向性を踏まえて、今後、地域の皆さんや保護者の皆さんとの協議会を立ち上げて検討を進めるということをお伝えし、意見交換会を進めました。この２つの町会から、審議会のメンバーになっていただく方の選出をお願いしたところでございます。

　それからまた、大山小学校には特別支援学級もありますので、３月６日に学務課長と一緒に特別支援学級の保護者の方々との意見交換会も行いました。

　現在は、できる限り早い時期に協議会での検討が始まるようにということで、準備を進めているところでございます。

　それから、その他の今後検討する学校、地域についてですけれども、この大山小学校というのは、まず１つ、既に公表前に具体的に動かせていただいているのですけれども、現時点では、その他ということで２つの地域を考えております。

　具体的には実際の公表のところでまたご議論いただければとは思うのですけれども、もし本日のところでお考えをいただければ、さらにその部分については検討の中に含めていきたいと思いまして、触れさせていただきます。

　１つは志村地域ということです。志村第三小学校につきましては、現１年生が１桁ということで、かなり規模が小さくなっている状況でございます。
　この志村第三小学校に関しましては、地域で学校の発展を考える会という組織も設置されまして、志村第三小学校の規模の回復等についての検討、あるいは行動をしていただいているところでございます。

　その志村第三小学校の通学区域ということでは要望もいただき、私どもの方でも対処したいということで今進めているところですけれども、一方で、もう少し志村地域の北に目を向けていきますと、志村第二小学校、それから第四小学校、第三小学校の隣の第一小学校もそうですけれども、この地域の学校は、かなり学校容量が厳しいような状況になっております。

　その一方で、大規模マンション建設の話も出てきておりまして、長い目といっても、それほど時間の猶予はないんですけれども、少し先に目を向けますと、学校の容量が厳しいということが、かなり現実的になってきております。
　そういった意味では、現在、志村第三小学校は過小な規模ですけれども、志村地域一体として、通学区域も含めて考えていければという形で、現在は考えております。

　それから、もう１つですけれども、出し方がどうなるかというのはあれですけれども、板橋第九小学校を中心とする地域でございます。
　こちらは、学校の配置を見ていただいても、板橋第九小学校、隣の中根橋小学校、板橋第一小学校ということで、かなり至近な距離にございます。板橋第九小学校につきましては児童数も少ない状況でございます。特に隣の板橋第一小学校は、現在、新築工事中でございまして、平成２４年度の入学希望者もかなりの数にのぼって、抽選校となっているような状況でございます。
　そういったところで、１つの、板橋第九小学校を中心とした地域の中で、学校の配置や規模についての検討ができればと今は考えております。

　今が２つ目のもので、先ほどの、現在、現実に動いている大山小学校と合わせると、３つの地域と学校という形で現在のところは考えております。

　説明、それから今後の考え方については、以上でございます。
委員長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

教育長　　大山小学校の来年度１名の入学予定者に関して、前回、教育委員会が終わった後に皆さんからご意見をいただいて、教育委員会としては、１人になってしまうというところでのリスクがかなり大きいというところだけでも、きちんと伝えておく必要があるのではないかというご意見をいただいたものですから、指導室のベテランの相談員にお願いしまして、直接、学校でお母さんと話をしてもらいました。

　教育委員会はこんな心配をしているんですけれども、判断は、最終的に親御さん、保護者がすることになりますけれどもという形で話をしてもらいました。
　そうしましたら、上のお子さん２人が大山小学校を卒業された方で、一番下のお子さんが、もう自分自身が大山小学校に通うものだということで、上のお子さんの通学のときにも、そういう気持ちでずっときているということがあったり、物すごく近いところにお住まいだったり、体の弱いところがあって、初めは小さいグループの中で２年生と一緒の授業でもいいですので、そういう中で授業しながら、少し社会性とか体力をつけていくということを、もし１年でなくなったとしても、１年間やらせていただきたいということで、かなりしっかりした意思を持って大山小学校を選んでいらっしゃいましたので、これは親御さんの意思を尊重するしかないということで、１人でのクラス編成を東京都に挙げています。

　ところが、特別支援学級に入る予定だったお子さんがお１人いらしたんですけれども、そのお子さんは転居してしまうということで、そちらがいなくなってしまいまして、結局、普通学級と特別支援学級を合わせて大山小学校は来年度１名という体制でやる形になります。
　来年は、人数は少ないですけれども、まだ６０人を超えるんですけれども、平成２５年度になると４０人ぐらいの本当に小さい学校になってしまうものですから、できれば、私自身としては、子供のことを考えると、来年１年間で新しいところと色々交流しながら移っていければいいのかなと思っています。その辺は、十分、地域の方とも話をしなくてはいけない部分です。
　平成２５年度が大山小学校の６０周年だそうで、地域の方はそれを大変楽しみにしていらっしゃるという事情もあるようですので、論議が色々大変になるかとは思います。

本山委員　　大山小学校の２つの町会に呼びかけられたんですね。それで、協議会はその方たちだけでできてしまうんでしょうか。

新しい学校づくり担当課長　　２つの町会、幸町町会と大山西町町会ですけれども、今、両町会で３名ずつの人選というかメンバーをお願いしておりますけれども、そのほかには、学校保護者としてＰＴＡ側からも出していただく。さらには、学校を支援しているというか、学校関係という枠ではないんですけれども、例えば同窓会の関係であったりとか、歴代のＰＴＡの方々とか、あるいは少年野球とか、バレーボールとかそういった形で学校を常に利用されている方であったりとか、そういう関係者の中からも数名出していただいて、多方面で協議していきたいと考えております。
本山委員　　そうですか。いずれにしても、この大山小学校の関連の方たちだけですね。

　近隣の影響を受けるだろうというところの方たちは入らないんですか。

新しい学校づくり担当課長　　協議をしていく中では、統合するのか、存続するのかという、まず、１つ大きな方向性があるので、そこは、そういった今お伝えしたメンバーでいくような形になると思うのですけれども、仮に統合みたいな形になりますと、周辺の学校も大きな影響を受けますので、その次の段階を考えたときなどはメンバーに加えていったりとか。

　恐らく、最初からそこで話をしても、今回のケースでいくと、周辺の、例えばＰＴＡの関係者であったりとか、なかなか入って来られないというか、問題意識が持てるかというのもありますので。どちらにせよ、次の段階になった場合に必要性があるのかなと考えております。

本山委員　　そうしますと、協議会メンバーそのものは、フレキシブルに動いていく可能性があるということですね。

新しい学校づくり担当課長　　そうです。本来、そのメンバーも含めて、地域や保護者の方たちと進めていっていただけると一番いいんですけれども、今回は当然、初めてでございますので、ある程度、私どもの方で案というか考え方をお示しして、一定選んでいただくということも必要かと思っています。
本山委員　　選んでいただくというのは。

新しい学校づくり担当課長　　例えば、この段階でこういった方をメンバーに入れるとか、どういう進め方をするのかというのが、今回は初めてのことですので、私ども教育委員会で主体的にリードできる部分はリードしたいと考えています。

教育長　　委員は固定する必要ないと思います。その都度、必要な方に入っていただくことは可能だと考えております。

本山委員　　（２）の最後の行です。「協議会は、学校や保護者、地域住民等の関係者で構成される」となっておりますけれども、この「学校」には校長とかも含まれるんですか。

教育長　　校長は、当然含まれます。

本山委員　　含まれますか。

新しい学校づくり担当課長　　はい。

本山委員　　でも、このたびは、とりあえずは地域の方たちだけでいく。

教育長　　協議会は全部、ここに書いてあるとおり、学校、保護者、地域住民等で構成される予定です。

新しい学校づくり担当課長　　校長先生にも入っていただくという。

本山委員　　大山小学校の近隣の学校の校長は。

新しい学校づくり担当課長　　当初は、お声はかけていません。

本山委員　　入らない。

教育長　　それはまた、後の。

本山委員　　フレキシブルにしていく段階でということですね。

今井委員　　パブリックコメントで、教育委員会の関与が小さいという、答申策定手順を作成すべきというのがあって、確かに、いただいた答申は、情報提供、収集に徹しなさいと。だけど、すぐに動くんだよというところで、そういう、あらかじめ余り余計なことを教育委員会は言ってはいけないというトーンですよね、今回のトーンは。
　パブリックコメントですが、６番の回答のところで「教育委員会は方針を定めて検討に入る学校を公表し」と、答申本文では情報提供と言っているところに、方針も入っているという解釈に、この回答は審議会の考え方ですか。
教育長　　情報提供というのは、教育委員会が特に協議会を立ち上げる必要があるという、そことはまた別に、常にすべての学校に今置かれている状況は、あなたの学校の場合はこうですよということの情報を常にきちんと提供する中で、学校運営連絡協議会などで、地域の方、保護者の方と学校がきちんと話し合いを持ってもらうというところでの情報提供。常に情報を提供しますというところです。
　さっきの手順のところにも書いてありますように、協議会等を立ち上げて早急に対応しなければいけないところについては、教育委員会が対象の学校、地域をまず公表する。

　ただ、それは、ここを廃止しますよとか、何とかしますよということではなくて、ここに書いてあるように、小さくなってしまった、早急に対応しなければいけない学校と、あとは小規模化が進んで密集しているようなところで、ここは協議会を立ち上げて、こういう形で協議会を進めていきますということを計画案として出すということにしています。そこの部分で、このパブリックコメントを出していただいた方は、もっと強硬に、ここはこういう事情だからやめるんだということを、まず教育委員会としてはっきり言えという関与をすべきではないかということだと思うのです。
　ただ、教育委員会の方針としては、当然、協議会を立ち上げるということは、課題があるから案を出すわけですから、教育委員会としての基本的な考え方は出さざるを得ないと思います。ただ、それを押しつけるというものではありません。時間がかかっても、そこはきちんと合意のための論議を経ますということで。
　だから、あくまでも、断固として「嫌だ」と言われてしまえば進めないです。その辺のやりとりはかなり厳しくなると思いますけれども。

新しい学校づくり担当課長　　今お話のあった１５ページの５番、６番の方針というのは、そういう意味では、教育委員会として、この結論という方針ではなくて、公表する学校や地域に対しては、こういう観点、こういう問題点ということで検討に入るんですよという、１つの理由づけのところでしょうか。そういった意味の方針なので分かりにくいんですけれども。
　当然、その考えをもってお話に入るというのはあるんですけれども、結論の方針ではないところであります。

委員長　　ということで、答申案につきましてはよろしいでしょうか。

　長い間お疲れさまでした。

○報告事項

７．平成２４年度板橋区立図書館の特別整理期間に伴う休館日について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料図－１）（中央図書館）

委員長　　次に、「区立図書館特別整理期間の休館日」について、中央図書館長から説明願います。
中央図書館長　　区立図書館の特別整理期間につきましては、毎年、年間計画を定めておりまして、来年度の計画が資料のとおり決まりましたので、ご報告でございます。

　同時に、この期間が各図書館の臨時休館日となりますので、それにつきましては、議案ではなくて教育長の権限が委任されていまして、決済を経て決定しております。
　それから、その告示でございますが、これまでは館ごとに、その始期に合わせて臨時休館を告示しておりましたが、今回から、新年度になりましたら一括して告示するということにしたいと思っております。

　ただし、利用者の方向けのご案内、周知につきましては、それぞれの時期に合わせて、これまでどおりやっていくということでお願いいたします。

　以上でございます。

委員長　　ということで、事前のＰＲはよろしくお願いいたします。

　質疑、意見等はございませんか。

○報告事項

８．その他
　　①中学生の問題行動防止について

　　②板橋区立学校における今後の防災教育のあり方
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料）（指導室）

　　③学校支援地域本部の新規実施校５校　
（学校地域連携課）
委員長　　では、次に、委員会次第にはありませんが、追加報告事項はありませんか。
　日程以外で、特段の質疑、意見がありましたらご発言ください。
指導室長　　３月６日に報道されました板橋区内の中学生による事件の概要を報告いたします。

　お手元に新聞記事を置かせていただきました。
　事件の概要でございますけれども、平成２４年２月２５日、午後７時５５分ごろ、豊島区長崎の路上で、歩いていた高齢者の女性に自転車で後ろから近づき、追い抜きざまに手提げかばん（現金約４万５，０００円在中）をひったくった疑いで、区立中学校３年男子１人が逮捕されました。同様の事件が約３０件発生しており、警察が関連を調べております。

　２月２９日、警察からひったくりの疑いで逮捕したと学校に報告がありまして、３月６日に事件が報道されました。

　事件の特色としては、学校は、警察からひったくりの疑いで逮捕したとの報告があり、初めて事件を知りました。

　現時点では、犯行は単独とのことです。当該生徒は２０件ぐらいやったと証言しておりますが、警察は約３０件発生しているというところの、数字の齟齬が生まれております。

　今後の対応としましては、当該生徒については、遅刻することはあったのですけれども、学校を休むことはほとんどありませんでした。これまで、友人関係におけるトラブルなどは若干ありましたが、今回のような問題行動を起こしたことはございませんでした。

　学校では、入学以来、当該生徒の家庭環境も踏まえ、生徒理解に努め、生徒に寄り添った指導を進めてきましたが、３年生になり、生徒が進学志望であったため、進路相談も含めた指導を進めているところでございました。

　学校では、１月１２日に報道されました区内中学生１１人による商店における窃盗事件を踏まえ、朝礼で校長が自ら、全校生徒に窃盗事件の詳細を説明して、一人一人がこの事件をどのように考えるか、どうすべきか問いかける指導を行ったばかりでございました。
　区内全校に対しましては、３月６日、ちょうどその日に生活指導主任会がありましたので、本件を周知して、各学校における問題行動の未然防止の徹底を図ることを確認いたしました。

　また、３月７日には全小中学校に通知文を発出しまして、改めて全児童・生徒に対して事件の詳細を具体的に示した上で、社会で生活する上で犯してはならないことを改めて具体的に指導するよう指示すると同時に、児童・生徒の心の変化を受けとめた道徳教育の充実を図るとともに、家庭や関係機関との連携をさらに推進するよう指示いたしました。

　今後、各警察署、スクールサポーターとともに、再発防止の指導について協議を行い、小中学校の生活指導担当校長とともに全力で取り組んでまいりたいと思っております。

　以上です。
委員長　　この件に関しまして、質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

　非常に残念なことですけれども、家庭との連携というお話もありましたけれども、家庭がしっかりしていないと、色々と児童・生徒にも悪い影響が出てくるのではないかということを懸念いたしております。
教　育　長　　今、指導室長が話したとおりですけれども、学校からの報告を聞いた限りでは、小学校時代から家庭がほとんど機能していないというところに育ってきているお子さんらしくて、朝食は１人で食べているとか、場合によっては夕食も食べさせてもらえているのかどうか分からないというお子さんなので、そんな中でもきちんと育っていってもらわないといけないのですけれども、そういう意味では、家庭が生み出してしまったところがかなり大きいかなと、この子については思っています。本当に残念です。

委員長　　では、ほかに報告事項は。

指導室長　　では、もう１件。もう１つは、机上に置かせていただきましたが、先ほどから出ております防災教育に関する、いわゆる板橋区立学校における今後の防災教育の考え方ということで、防災教育検討会議を１月から持たせていただきました。

　ここには、区内の消防署の方々、防災危機課、教育委員会、さらには小学校、中学校の校長先生にも入っていただいて、今後の防災教育を進めるに当たっての指針という形での取り扱いです。
　まず、１番は学校における防災教育ということで、まずは自助。①で自分の命を、自ら安全を確保するため。

　それから、共助といいますか、進んで他の人々や集団、地域の安全に役立つことができるようにする。

　そして３つ目は、基本的な知識理解ということで、災害等についての発生メカニズム等を知るという、この３つを防災教育の狙いとします。

　そして、東日本大震災を受けての方向性としては、繰り返しになりますけれども、自らの危険を予測し、回避する能力を高める防災教育の推進。
　それから、先ほども話題になっておりました支援者としての視点から、安全で安心な社会づくりに貢献する意識を高める防災教育の推進という２つでございます。

　学校の役割、さらに防災教育の重点については、幼稚園から中学校までの発達段階に応じた重点項目を書かせていただいております。

　おめくりいただいて、中を見ていただきたいのですけれども、２番の防災教育体系、これは東京消防庁が作成したものをもとに、板橋区の幼小中の子供たちに対する到達目標ということで、幼稚園の災害時に身を守る動作ができるというところから、小学校、身の安全を守ることができる、自分の身を守り、他の人の安全を考える、そして地域防災について関心を高める。

　先ほど来、出ているように、中学校になったら地域防災を行うのだということではなく、そういう意識を高めていくというところで、最終的には、これも今井委員がおっしゃっていただいたように、将来、地域の災害時にボランティア活動をしたり社会に貢献したりできる、そういう大人を築いていくために、幼稚園、小学校、中学校、もちろん高校、大学というのもあるのでしょうが、こういったものをゴールに見据えて防災教育を進めていこうということでございます。

　そして、今回の新しい学習指導要領との関連ということで様々あるわけですけれども、これまで防災教育というような窓口からなかなかカリキュラムを見ていなかったわけですが、新たな防災教育を進めようというよりも、今ある学習指導要領の中で、そういう窓口から見ることによって、教員も子供たちも知識理解等につながっていく部分があるという、そういう見方をしっかり強めていこうということでございます。

　そして、その下の、学校における地震防災のフローチャートとしては、危機管理を３つ、事前の危機管理、発生時の危機管理、さらに事後の危機管理ということで、それぞれの学校においての防災計画を立ててもらいたいと。

　それから、地震発生時の行動と訓練ということで、消防署や教育委員会、小中学校との連携例ということと同時に、大地震発生時の行動を考えておこうということで、子供たち向けにこういった具体的なものを掲げております。

　そして、裏面でございますが、３として防災教育の実践ということで、各学校で危機管理マニュアルを９月の時点で見直していただきましたが、さらに、それにつけ加えるような形で、ここに書いてあるような地震に特化したものについては、かなり意識したマニュアルをつくってもらいたいということを書かせていただきました。

　そして、２番の避難訓練でございますけれども、これまで想定や条件について、ある程度固定化されていたものの見直しを図っていくということで、落ちてこない、倒れてこない、さらには移動してこない、物が動いてこない、そういった場所に避難するということで、避難訓練についても、緊急地震速報の報知音による避難訓練、従来の避難訓練は、地震が起きてアナウンスをするということだったのですけれども、今後、緊急地震速報の報知音を鳴らして、子供たちが身の安全な場所に自主的に避難をする。
　そして、地震がある程度おさまったところで避難行動をして、どこに集まるか等についても、もちろん今後の検討でございますけれども、そこで安全確認をするという流れを進めていく。

　平成２４年度においては、各小中学校、幼稚園も含めまして、こういった避難訓練を取り入れるということを進めてまいりたいと思っております。

　それから、３番目としては支援者としての育成というところで、中学生については、これまでどおり普通救命講習の実施をする。さらには、できる限り、地域防災訓練への参加を積極的に促していくといったことでございます。

　そして、４番。保護者への引き渡し。これも先ほど、中学校ＰＴＡの会議の中でも出ていたようですが、これまでは、小学校においては５弱以上の場合に引き渡しということでございましたが、中学校においても、原則、子供は学校に待機させ、保護者へ子供を直接引き渡すといった形で進めさせていただきたいと思っております。

　これを各学校、子供たちに配付して、１つの防災教育についての考えを、学校、家庭、さらには地域と一体化していくことができればと思っております。
　以上です。

委員長　　ありがとうございます。質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

　よろしいでしょうか。
本山委員　　地域防災について関心を高めておくということですけれども、「地域の防災訓練に参加し、安全な行動や規律ある集団行動を通して、集団への所属感や連帯感を持つことができる」とか、これは、中学校は、特に学校からこれを積極的に言っていただかないと進まないと思うのです。

　地域との連携はとても大切になってくると思いますので、ぜひ、学校側から積極的に働きかけて、訓練していっていただきたいと思います。

今井委員　　指導的な、先進的な取り組みをされている矢崎校長先生が、用語は２つが限度。落ちてこない、倒れてこないといったら、飛んでこないとか言われた。でも２つがいいんだとかおっしゃっていましたけれども、３つになりますか。
指導室長　　実は、文部科学省が今月中に出す資料の中にこの言葉が入れられています。ですから、それを先取った形で入れさせていただきました。

教育長　　「僕が考えました」と言っていましたので、この「落ちてこない、倒れてこない、移動してこない」というのは３つセットだと思うのですけれども、「小学生には覚えさせるので２つがいいと思います」と言っていましたけれども、文部科学省としては３つということですね。

委員長　　小中合わせての標語とすると。先日、中Ｐ連のときのお話だったのですけれども、地震があったときに、避難所なり学校に入るときに、専門家がチェックしてから入るという項目が書いてあるそうで、実際には専門家などは来ない。
教育長　　それは、でも協定がありまして、避難所に指定するときは、建築業協同組合の方々と協定書を結んでいて、訓練のときも、避難所の設定のときもやったりしています。その人たちがまず来て、大丈夫です、入ってくださいとしています。
委員長　　ただ、学校は耐震で安全だと言っているので。

教育長　　ただ、ほかの、物が落ちてくるとかということも含めて見てもらうということで。この前の３．１１は、学校は避難所指定していませんので、その行動はなかったのです。
委員長　　多分、実際の運用のときは柔軟になると思うのです。実際、それを待っているわけにはいかない場合もあるので。
　結局、専門家といっても、多分それほどの専門家ではなくて、少なくとも、外から見る範囲は、我々が見ても、ある程度は同じくらいのところはチェックできますから。

　だから、実際の運用では柔軟になさるとは思いますけれども、学校防災のあれに書いてあるのです。

教育長　　建築物ではなくて、そのほかの附属物で危なくないかどうかチェックするという、チェック表を文部科学省でつくりましたよね。あれは各学校、避難所には配ってあるんですか。

指導室長　　後ろにもあるように「地震による落下物や転倒物から子供たちを守るために」という冊子がいっておりまして、この中に、そういったチェックリストが入っています。

　それから、実は東京都教育委員会で、「３．１１を忘れない」という非常にすばらしい冊子ができました。５年生と中学２年生に配付しているのですけれども、非常によくできたもので、これを学校だけではなくて家庭でも見るようにするといいのかなと。実は、冊数がきていなくて皆さんにお配りできないのですけれども、また、後ほどお持ちしたいと思います。

教育長　　東京都の教育委員会のホームページから見られますので、ぜひ、ご覧いただきたいと思います。
　私は文句を言ってしまったんですけれども、小学校には、地域の防災計画が最後に出ていますよね。中学校は東京都の防災計画になっているので、中学校も地域を入れてほしかったですとは都の担当に伝えておいたんですけれども、「小学校で出ています」と言われてしまいました。
委員長　　では、よろしいでしょうか。

学校地域連携担当課長　　学校地域連携担当課から１点、口頭で。平成２４年度、学校支援地域本部実施校５校が決定しましたので、口頭で報告させていただきます。

　板橋第四小学校、板橋第七小学校、金澤小学校、赤塚新町小学校、加賀中学校の５校でございます。今後、各学校におきましてコーディネーターの選定、組織の立ち上げを行ってまいります。

　平成２４年度は、小学校８校、中学校２校、計１０校で学校支援地域本部事業を実施してまいります。

　以上でございます。

本山委員　　最後は加賀中とおっしゃいましたね。

学校地域連携担当課長　　はい。加賀中でございます。

委員長　　板四、板七、金沢、新町、加賀中です。

　では、以上をもちまして、本日の教育委員会は終了いたします。傍聴の方は退席願います。
午後　　４時　１０分　閉会
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